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令和８年熊本地震によりお亡くなりになら
れた方々に心から哀悼の意を表しますととも
に、被災された皆さまにお見舞い申し上げま
す。被災地域の一日も早い復旧・復興をお祈
りいたします。

今回の地震では、宇城市、八代市を中心に
最大約４万８千戸が停電しました。九州各地
の当社社員やお取引先に加え、中国・四国エ
リアの送配電会社からも応援をいただき、昼
夜を問わない復旧作業に取り組みました。改
めて、電力の安定供給が多くの人々の支えに
よって成り立っていることを実感した出来事
でした。

一方で、地震災害には台風災害とは異なる
難しさがあることも改めて認識しました。柱
上変圧器の傾倒をはじめとした低圧設備の被
害が広範囲に発生したことに加え、道路の損
傷や交通渋滞により復旧車両の移動に時間を
要しました。今回得られた経験や教訓を踏ま
え、より迅速な復旧を実現できるよう体制や
運用の見直しを進めてまいります。

また、社会のデジタル化が進んだ現在、停
電が暮らしや経済活動に及ぼす影響は以前と
は比べものにならないほど大きくなっていま
す。携帯電話、ATMはもとより、物流シス
テム、医療機器、工場設備など、さまざまな
機器がセンサーや通信機能を備え、電力を前
提として稼働しています。電力はもはや社会
活動の前提であり、その大切さは災害時に改
めて認識されます。

復旧作業に携わりながら、私はあることを
思い出していました。

今から30年以上前、当社では配電線工事ロ
ボットの開発に挑戦していました。停電させ
ることなく電線工事を行うロボットです。当
時としては極めて先進的な取り組みで、エネ

ルギーの国際会議から実演要請を受け、パリ
のルーブル美術館や幕張メッセの会場でその
ロボットを紹介する機会にも恵まれました。

開発に携わった技術者たちには、その先に
大きな夢がありました。人が危険な作業をし
なくて済む完全自動化ロボットの実現です。

しかし、その夢は当時の技術水準では遠い
ものでした。センサーの性能も情報処理能力
も十分ではなく、完全自動化への道は閉ざさ
れました。挑戦は高い評価を受けながらも、
最後の一歩を越えることができませんでし
た。

あれから30年余りが過ぎました。現在、AI
は驚くべき速度で進化しています。対話型AI
からAIエージェントへ、そして現実世界で人
とともに働くフィジカルAIへと発展しようと
しています。かつて私たちが夢見た世界が、
少しずつ現実の姿を見せ始めています。

当時の技術者たちが思い描いた未来は、決
して夢物語ではなかったのです。

人口減少や高齢化が進むわが国において、
AIやロボットは単なる効率化の手段ではあり
ません。社会を支え、地域を守り、人々の暮
らしを維持するための重要な力になるでしょ
う。災害対応の現場でも、設備保守の分野で
も、その可能性は大きく広がっていくと思い
ます。

震災に直面したこの夏、私たちは改めてイ
ンフラの重要性と地域の絆の強さを実感しま
した。そして同時に、技術の進歩が未来への
希望を与えてくれることも感じています。

災害への備えと技術革新。一見異なるテー
マのようですが、その根底にあるのは「人々
の暮らしを支える」という共通の願いです。
先人たちが描いた夢を受け継ぎながら、新し
い技術の力も積極的に取り込み、九州が安全
で活力ある地域であり続けるために挑戦を続
けていきたいと思います。

九州のインフラを支える
使命と技術革新への挑戦

（一社）九州経済連合会　理事・資源エネルギー･環境委員長
〔九州電力送配電㈱　社長〕今村  弘巻頭言
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特 集

はじめに
労働市場の未来推計（パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2035」）では、2035年

には多くの個人が労働参加し、2023年よりも就業者375万人程度増加するものの、１日あたり1,775
万時間の労働力が不足すると推計しています。

本特集では、この問題を解決するためのアプローチとして、①労働力の増加（供給側）と②労働需
要の削減（生産性の向上）の２つの観点から、九州における地域一体となった人材確保への取り組み
についてご紹介します。

地域一体となった人材確保への取り組み
～労働市場の未来、2035年1,775万時間/日の労働力が不足～

出典：パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2035」
【調査結果の詳細】https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/spe/roudou2035/

労働市場の未来
今般の「労働市場の未来推計2035」では、時

間に縛られない柔軟な働き方が当たり前になる
ことを視野に入れて、労働力不足を “人手” で
はなく “時間” で捉え、より実態に即した精緻
な労働需給推計を行った結果、2035年には「１
日あたり1,775万時間（384万人相当）の労働力
不足」になることが分かりました。シニア、女
性、 外 国 人 の 労 働 参 加 が 進 み 就 業 者 は 増 加

（2023年比106％）する前提で、労働力不足は、
2023年よりも1.85倍深刻になります。

〈目次〉地域一体での人材確保への取り組み
Ⅰ．人口減少下での労働供給の確保
 ● �九州の強みを伸ばす人材確保
　（半導体、第一次産業）
 ● 社会減／若者流出を防ぐ

Ⅱ．労働投入量の最適化（労働需要の削減）　
　　～少ない人数で多くの価値を生み出す～
 ● �省力化（DX・AX推進）
 ● �企業の価値創造戦略（ICT人材育成、ジェ

ンダー主流化、外国人材活用、新しい人材
活用の形）
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特 集

半導体人材の育成・確保
■九州半導体人材育成等コンソーシアム
「半導体人材育成・確保」「サプライチェーン

強靱化」等に取り組み、わが国の半導体産業基
盤の強化を図ることを目的に2022年３月に設立
されました（構成機関：178　※2026年６月末時点）。

九州半導体人材育成等コンソーシアムの事務局
は九州経済産業局であり、九経連は構成機関とし
て参画し、経済団体として協力機関の立場から
コンソーシアムの取り組みを支援しています。

【コンソーシアム活動の方向性】
１．�半導体人材の育成・確保（WG）
２．�半導体大手と地場・ユーザー企業との�  

取引強化（WG）
３．�海外との産業交流促進

■テクノロジー人材創生塾
2026年度は、７月〜９月に福岡県と熊本県が

合同で「テクノロジー人材創生塾2026～未来を
創る半導体コース～」を実施しました（九経連は
後援）。

これは中高生に半導体分野への興味関心を
持ってもらうため、座学のほか、最先端の半導
体技術を持つ企業の工場見学や大学でのワーク
ショップを通じて、未来の半導体産業を担う人
材を育成することを目的に行われました。

本事業は、QXプロジェクトにおける「新生シ
リコンアイランド九州プロジェクト」の官民連
携施策の一つとして位置付けられています。

職業別の労働力不足（2035年）

Ⅰ．人口減少下での労働供給の確保

出典：パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2035」

■構成機関における人材育成・確保の取組状況
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特 集

第一次産業／多様な担い手確保
農業の担い手不足が社会的な課題となる中、

九経連では、「地域の企業で地域の農業を支える」
の活動テーマのもと、農林中央金庫、JA全農ふ
くれんと連携し、会員企業社員の副業・ボラン
ティア・社員研修を通じた農業支援プログラム
を推進しています。

地域課題の解決に寄与するだけでなく、従業
員の成長や組織力強化にもつながる取り組みで
す。ぜひ、総務・人事部門の皆さまとともに、
会社を挙げてのご参画をご検討いただければ幸
いです。

〈援農メニュー〉

今後は、若者にとって就職先の選択肢の一つ
に農業が含まれるよう、「教育面での企業×農業
の接点づくり」として、先進農業企業との交流
による学習機会を創出していくこととしています。

社会減／若者流出を防ぐ
～高校生向け探究学習プログラム
　Locus（ローカス）×ツール･ド･九州～
国際サイクルロードレース「ツール･ド･九州」

では、基本方針 “Make Kyushu Sustainable” 
のもと、地域に活力とさまざまな効果をもたら
す未来志向のプロ
ジェクトに取り組
んでいます。

㈱ マ イ ナ ビ の
「Locus」 プ ロ グ
ラムは、高校生を
対象に、地元企業から課題解決のヒントを得る
課題探究型フィールドスタディ事業です。

地元企業を知る機会が少ない高校生が、ツー
ル・ド・九州を通して地域の活性化を考え、解
決法を導き出し、地域活性やSDGsを “自分ご
と” として捉えてもらうことによって、郷土へ
の愛着と誇りを醸成する機会となり、将来的な
Uターン、人材確保につなげることを目的とし
ています。

今年度、長崎・佐賀・福岡・大分・熊本・宮
崎の高校生約1,200名が参加し、以下の流れで最
終的な解決法を導き出します。
①�事前学習：地域課題のインプット
②�フィールドスタディ：企業の視点を学ぶ（企業

との意見交換）
③�事後学習：企業ディスカッションを通じた課

題解決策のまとめ
④�大会体験：実際の大会を視察・体験
⑤�成果発表：選抜チームが各県知事へ発表

「援農」で期待される主な効果
◇�農繁期の労働力支援や地域との交流人口の

拡大
◇�チームワークの強化や社内コミュニケー

ションの活性化
◇�企業イメージの向上やCSR･SDGsへの貢献

１日単位からのアルバイトで、マッ
チングアプリ「day work」を活用
し、単発の農作業参加を簡単に予約
できます。

いろんな農作業を現金日払い！
アグリパスサポート（募集・送迎・
指導を一括支援）で一緒に働きませ
んか。

地域農業支援と異業種交流を通じ、
食と地域農業への理解を深めるボラ
ンティア活動を行っています。

新入社員研修等、農業体験を通じて
人材教育や食と地域農業への関心を
高めるプログラムです。

高校生が考える課題テーマ
持続可能な九州・○○県の未来のために、
自分たちになにができるか？
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特 集

労働需要の削減、省力化
■地域企業DX・AX推進支援

九経連では、九州DX推進コンソーシアムや自
治体など地域のDX支援機関と連携し、九州の中
堅・中小企業に対するDX・AX推進支援を展開
しています。

昨年度は、「経営層の意識変革」をテーマに、
先進企業への現地視察ツアーを実施しました。
成功企業の経営トップによる講話や、ITツール
を活用した現場の視察を通じて、「DXの本質は単
なるツール導入ではなく、企業風土の改革にあ
る」という理解を深め、当事者意識の醸成につ
なげました。参加した経営者からは「全社を巻
き込む覚悟の必要性を実感した」といった声も
寄せられ、体験型プログラムの有効性が確認さ
れています。

今年度は、「学び・体験」の機会をさらに充実
させ、実践的なワークショップを展開していま
す。「DXビジョン策定」では、DX成功企業の事
例共有に加え、自社の現状を可視化しながら、
経営層のコミットメントを引き出す手法を学ん
でいます。また、関心の高い「生成AI活用」に
関する啓発も進めており、人が担うべき業務を
見極める視点を養うことで、経営者の意識変革

を促しています。
今後も、「経営者の意識

変革」「小さな成功体験
の積み重ね」「伴走支援
と資金支援」をDX推進
の要諦として、地域企業
の省力化と競争力強化を
力強く後押ししてまいり
ます。

企業の価値創造戦略
■ICT人材育成と定着促進

労働投入量の最適化を進める上で、高度なイ
ノベーションを支える次世代ICT人材の確保は、
地域経済の持続的な発展に不可欠です。九経連
では、九州の大学で育った優秀な人材に地元企
業の魅力や可能性を体感してもらい、将来の活
躍の場として九州に定着（就職）してもらうこと
を目的に、産学連携による「実践重視型イン
ターンシップ」を推進しています。

今年度で20年目を迎える本事業には、九州内
の大学で情報工学を学ぶ学生が毎年20名程度参
加しています。受入企業である九経連会員企業
において、AIやIoTを活用したプロトタイプ開
発など、技術的要素を含む実際の業務課題に取
り組むことで、大学の教室では得られない実践
的な知識やスキルを習得しています。

参加学生の約７割が「受入企業への就職を検
討したい」と回答しており、地域企業への理解
促進と価値創出を担う高度人材の地域定着に着
実な成果を上げています。また、受入企業から
も、「優秀な学生との接点創出」や「社員の指導
力向上につながった」と高い評価を得ています。
さらに、デジタルネイティブ世代ならではの新
たな視点や発想が社内にもたらされることで、
既存社員の意識改革や組織全体のイノベーショ
ン創出にもつながっています。

本事業は、学生の主体性やチャレンジ精神を
育むとともに、企業と学生の相互理解を深める
機会として、九州におけるICT人材の育成と定
着を力強く後押ししています。

Ⅱ．労働投入量の最適化（労働需要の削減）　～少ない人数で多くの価値を生み出す〜
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特 集

■ジェンダー主流化
地方創生2.0においては、若者や女性の都市部

への流出が地域の持続可能性に大きな影響を与
えているとの認識のもと、働き方、賃金格差、
生活環境などを含めた構造的課題の解決が求め
られています。 こうした課題に対応するために
は、特定の分野に限定した女性活躍推進ではな
く、産業、雇用、地域づくり、防災などあらゆ
る 政 策 分 野 に お い て 性 別 の 視 点 を 組 み 込 む

「ジェンダー主流化」の推進が不可欠です。
2026年度は、九州に対するイメージを「＃さ

す九」から誉め言葉の「さすが九州」へ向上さ
せるため、男性の２週間以上の育休取得を促進
する、企業による「イクドリ！宣言」に各県知
事とともに取り組んでいます。

また、女性管理職ネットワーク「WE-Net九
州」では、農業やツール・ド・九州といった九
経連の事業テーマに提言を行う形で研修を実施
し、ジェンダー主流化の流れをつくっていきた
いと考えています。

■外国人材活用
近年、グローバル化の進展に伴い、企業には

海外展開や研究開発の高度化が求められており、
その推進を担う優秀な人材の確保が重要な課題
となっています。

このような中、専門的な知見や国際的なネッ
トワークを有する高度外国人材は、企業の成長
を支える重要な担い手として期待されています。

一方、九州地域の中小企業では、高度外国人
材の採用・活躍を企業の成長戦略として捉える
認識が十分に浸透していないことに加え、企業
の魅力が海外人材に十分認知されていないと
いった課題があります。また、キャリアパスの
整備・提示が不十分なため採用後の定着に結び
つかないことや、域内の留学生は理系専攻者が
少なく、人材ニーズとのミスマッチが生じてい
ることなども課題となっています。

こうした課題を踏まえ、九州高度外国人材活
躍地域コンソーシアム事業として、高度外国人
材の活躍推進を図ることで、企業の海外展開促
進や地域経済の活性化を目指しています。具体
的には、企業向けセミナーや留学生との交流事
業、企業体制強化に向けたワークショップなど、
留学生の採用を前
提とした取り組み
を行ってきました。

今年度は、海外大学等と企業が直接交流する
機会を設けることとしています。海外大学を含
めた高度外国人材との接点形成の有効性や必要
な支援策を検討し、地域企業の人材確保力の向
上と今後の施策立案につなげてまいります。

ご登録は
こちらから⬇
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特 集

■新しい人材活用の形
経営環境が急速に変化し、物価上昇や賃上げ

等の社会情勢の影響を受け、「選ばれる企業」と
「選ばれない企業」の二極化が加速しています。
人材が最も希少な経営資源となる中で、多様な
雇用形態の積極的な導入や個々の状況に応じた
柔軟な働き方の整備に加え、働きがいを感じら
れる仕事づくりを進めることが重要です。

九州では、副業人材活用の効果を実感する企
業もあるものの、地域全体としては副業受入割
合が全国平均に比べて低く、その活用が十分に
浸透していません。

人材活用はこれまで “人事の仕事” と捉えら
れがちでしたが、「人・組織づくりへの投資」が
持続的な事業成長の中核となる現在、経営者が
率先して戦略的に進めていくことが重要です。

今年度、九州経済産業局を中心に、外部の力
を取り込みながら企業成長を加速する経営実装
プログラムに取り組んでいます。具体的には、
各社の課題や成長段階に応じた専門家チーム（福
岡県CXOバンク登録者等）を編成し、経営者と
の対話を通じて、事業戦略・人材戦略の策定か
らアクションプランの実行までを伴走支援しま
す。企業の持続的な成長に向けた人・組織への
投資を促進し、“次のステージ（Next）” への “飛躍
(Leap）” を実現するモデルの創出を図ってまい
ります。

九州の未来2050を描くフューチャー・デザイン

九経連では、九州の未来を担う各地の若手経営者や次世代リー

ダーが集い、2050年の九州の姿を自由な発想で描くワークショッ

プ「九州の未来2050を描くフューチャー・デザイン※」を開催し

ています。

「仮想将来世代」の視点から、九州の未来について熱く議論を交

わしており、地域や業種の枠を超えて深く交流する本プロジェク

トは、将来の九州を牽引する次世代リーダーたちのネットワーク

を築く貴重な機会にもなっています。

※フューチャー・デザイン…�将来世代に持続可能な社会を引き継ぐための社会の

仕組みのデザインと実践のこと

出典：近畿経済産業局「新しい副業人材活用ガイドブック」

新しい副業人材活用のメリット
◇�新しい経営課題やテーマに取り組むことが

できる
◇�社内にないノウハウや技術を獲得できる
◇�必要な業務を必要なときに、必要な人材を

活用できる
◇�常勤で人を雇うより、費用も時間も抑えら

れる
◇�組織の活性化が期待できる
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2005年に東京大学第28代総長に就任、総長退任後は ㈱三菱総合研究所理事長、さらにプラチ
ナ構想ネットワーク会長として、国家・自治体・企業の未来戦略づくりに携わる小宮山宏氏より、
日本が直面する、人口減少・資源制約・地域衰退といった構造課題にいかに対応すべきかについ
てご講演いただきました。本稿では、その内容を要約してご紹介します。

プラチナ社会構想：背景と理念
地球環境や世界情勢が激しく変化し、人類史

的転換期にある現代社会が、2050年に目指すべ
きビジョンと、その実現への道筋を示したもの、
それが、私が約20年間提唱してきた「プラチナ
社会」です。
「プラチナ社会」は、「地球が持続し、豊かで、

すべての人の自己実現を可能にする社会」と定
義します。この構想の背景には、過去の歴史的
教訓と現在の社会状況から導かれる認識があり
ます。かつて、地球の資源や経済規模は無限と
思われていましたが、ローマクラブの『成長の
限界』（1972年）が示すように、これらには限り
があります。

また、経済学者の宇沢弘文氏が『自動車の社
会的費用』（1974年）で提唱した「社会的共通資
本」の概念も重要です。道路、教育システム、
水、空気などは、市場経済の外で皆で維持すべ
きものです。20世紀は化石資源の活用で発展し
ましたが、今後は再生可能エネルギーへの転換
が不可欠です。さらに、平均寿命の伸長や「モ
ノを求めて経済が成長する」モデルの終焉と
いった社会変化も、新たな社会像の必要性を示
しています。

このような変化の中で、次の段階の未来戦略
を率先して提示し実現することが、成熟社会で
ある日本の活路であると確信しています。

プラチナ社会実現に向けた３つの柱と�  
５つの産業イニシアティブ

プラチナ社会は、「資源自給」「生涯成長」「住
民出資」の３つの柱で構成されます。これらの

実現のため、私は「プラチナ構想ネットワーク」
を立ち上げ、多くの自治体や企業と共に活動し
てきました。全国各地でさまざまなプロジェク
トが進行していますが、個々の活動だけでは、
2050年までの目標達成は困難です。そこで、同
じ方向性の活動を産業として連携させるため、
①森林 ②再生可能エネルギー ③人財 ④健康  
⑤観光を５つの「産業イニシアティブ」として
掲げ、プラチナ社会を目指しています。

資源自給：再生可能エネルギーへのシフト
プラチナ社会では、石油・石炭などの化石資

源に代わり、バイオマスやリサイクル、再生可
能エネルギーが主要な資源となります。これに
より、日本は資源輸入国から資源自給国へと転
換できます。

すなわち、2050年までに日本の全エネルギー
を国産化脱炭素化し、そのうち８割を再生可能
エネルギーで賄うことを目指します。電気だけ
でなく、灯油やガソリンといった、すべてのエ
ネルギー源を脱炭素化するモデルです。これに
より、電力需要は現在の約２倍になりますが、
エネルギー総量は３割削減できると試算してい
ます。電気利用の効率性が高いヒートポンプや
電気自動車の普及がこれを可能にします。

特に、農地に屋根を造り太陽光パネルを設置
して農業と発電を両立させる「ソーラーシェア
リング」は大きな可能性を秘めています。例え
ば、日本の非耕作地50万ヘクタールで実施すれ
ば、現在の総発電量の半分の電力を生み出すこ
とができ、これだけでエネルギー自給率を現在
の16％から31％に引き上げることができます。

成熟社会が目指す資源自給・生涯成長・
住民出資のプラチナ社会
（2026年６月12日（金）第66回定時総会 特別講演会）

講 演 録

一般社団法人
プラチナ構想ネットワーク

 会長　小宮山  宏



9九経連四季報  2026年  秋号

千葉エコ・エネルギーの実証実験では、農家
の収入が７倍以上になる事例も確認されており、
経済的効果も大きいのです。

他にも、軽量のペロブスカイト型太陽光パネ
ルを建築物の壁面に設置するほか、風力、水力、
地熱、バイオマスなど他の再生可能エネルギー
も活用できるため、モデルの実現は十分に可能
です。

資源の自給はエネルギーだけでなく、物質に
も及びます。成熟社会では、天然資源に代わる

「都市鉱山」の活用が不可欠です。例えば、日本
には6,000万台の自動車があり、毎年500万台が
スクラップになりますが、これらから鉄などの
資源を回収すれば、新たな車を作るのに必要な
資源を賄えます。また、スマートフォン１トン
から得られる金の量は、天然鉱山１トンからの
30倍にもなり、都市鉱山は高品質な資源です。
効率的な回収システムを構築することが成熟社
会の知恵の勝利となるでしょう。

生涯成長：�人財の育成と活用、健康寿命
の延伸

プラチナ社会の「生涯成長」とは、「人生を通
じて学び、自己実現できる社会」を意味します。
従来の記憶重視教育ではなく、実践的な学びを
重視する教育への転換が必要です。

プラチナ構想ネットワークが行う中学生向け
の未来人財育成塾では、高校生・大学生やシニ
アがチューターとなり、受講生が2050年をプラ
チナ社会にするためのアイデアを議論します。
この三世代交流型学習は、若者の発想と吸収力、
シニアの知識・経験の活用を可能にし、双方に
とって良い学びとなります。

また、世代間だけでなく、産官学、例えば高
専と自治体とでAIを活用した下水管点検ロボッ
トにより、地中にある下水管の異常を検知する
実証実験を行った事例があります。

このような探究学習の機会を全国の公立学校
へ広げ、社会全体で人財を育成することが日本
の未来には不可欠です。

老朽化が進む日本のインフラ維持には、従来
の点検方法では限界がありますが、鉄道の線路
や架線の常時監視システムや、人工衛星による
水道管診断システムなど新しい技術が実用化さ
れています。これらの技術を導入することで、
インフラの異常を早期に発見し、効率的な維持

管理が可能となります。重要なのは、これらの
技術を開発するだけではなく、早く社会に実装
し、ルールの変更を先導することです。成功事
例を見て、後追いでも国が動くことで、イノ
ベーションを加速させることができます。

また、健康寿命の延伸も生涯成長の重要な要
素です。日本はOECDの中で低出生体重児の割
合が最悪の水準です。北海道大学と岩見沢市が
連携し、データに基づいた妊産婦への個別アド
バイスを提供することで、低出生体重児の割合
を大幅に減少させた実績があります。科学的根
拠に基づいたアプローチが、健康寿命の延伸と
生涯成長を支えることを示しています。

住民出資：国内投資への誘導の必要性
2024年の新NISAによる投資額は17兆円、実

際の利用者は国民の約２割ですので、１人あた
り50～100万円投資している計算になります。
問題なのは、その約９割が海外投資に流れてい
ることです。日本は規制・調整が多く、国内に
投資したくても受け皿がないという構造的問題
があり、このままでは日本の社会が空洞化して
しまいます。

森林、再生可能エネルギー、人財、健康、観
光の５つの「産業イニシアティブ」は、すべて
国内で展開する産業であり、国民の投資を国内
に循環させる受け皿になり得ます。個人投資家
の資金を、海外ではなく、身近な地域の電力会
社のような、国内のプラチナ社会関連産業に誘
導することが重要です。

最後に
これまでに述べた産業イニシアティブを連携

させることで、「資源自給・生涯成長・住民出資
のプラチナ社会」を実現できます。

例えば、非耕作地×ソーラーシェアリング×
自律ロボットなどのフィジカルAIの導入といっ
た取り組みの掛け合わせは、エネルギー安全保
障、食料安全保障、人手不足、地域衰退、熊に
よる被害といった複合的な社会課題を一挙に解
決する可能性を秘めています。

日本は課題先進国であり、その課題解決の知
恵と技術は、成熟国家にふさわしい発展の仕方
を示し、世界をリードできると信じています。
ぜひ、皆で一緒にこのプラチナ社会を築いてい
きましょう。
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ト ピ ッ ク ス

１．災害の復旧・復興に関する緊急要望
九州経済連合会、九州商工会議所連合会、九

州経済同友会、九州経営者協会は、４経済団体
合同で、８月18日に首相官邸と自民党本部を訪
問し、高市早苗総理をはじめ政府・与党幹部に
対して緊急要望を行いました。

◆実施日：2026年８月18日（火）
◆訪問先：首相官邸、自民党本部
◆出席者：
（政府）高市　早苗	 内閣総理大臣
　　　木原　　稔	 内閣官房長官
　　　井上　貴博	 内閣総理大臣補佐官

（与党）萩生田光一	 自民党幹事長代行
（九州）池辺　和弘	 九経連会長
　　　谷川　浩道	 九商連会長
　　　笠原　慶久	 九経連副会長
	 熊本経済同友会代表幹事
　　　青柳　俊彦	 九同友代表委員
　　　倉富　純男	 九経協会長
　　　田中　　徹	 九経連専務理事
　　　縄田　真澄	 九同友事務局長

◆内　容：
「被災者生活支援の強化」「社会基盤の早期復
旧」「地域経済を支える事業者の事業継続・再
建支援」「観光産業の復興を促進するための措
置」に関する意見交換

各訪問先で、池辺会長から政府・与党の迅速
なご対応とご支援に御礼を申し上げた後、「今回
被害を受けた熊本は、半導体関連産業や自動車
関連産業、農林水産業や観光産業などが集積す
る『九州の成長エンジン』であり、熊本の一日
も早い復旧・復興が、九州そして日本経済のさ
らなる成長に直結する」と述べ、社会基盤の早
期復旧や地域経済の復興に向けた政府の支援拡
充を要望しました。

「令和８年熊本地震」に対する九経連の取り組み

2026（令和８）年７月28日に熊本地方で発生した地震は、地域に甚大な人的、物的被害をもた
らしました。交通網の寸断や生産活動の停滞は、地域経済にとどまらず、国内全体の経済活動に
大きな影響を及ぼしています。

被災地の一日も早い復旧・復興に向けて、九経連では今後も４経済団体・行政と一体となって
取り組んでまいります。これまでに九経連が取り組んだ事柄についてご報告します。

高市総理と要望書を手交

萩生田幹事長代行と要望書を手交
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高市総理は「熊本は九州の成長を牽引する重
要な地域。政府では非常災害対策本部、現地対
策本部を立ち上げて、自治体と連携しながら、
迅速な対応に当たってきた」「本日のご意見・ご
要望を踏まえて、政府として『支援策のパッ
ケージ』を速やかに取りまとめ、『できることは
すべてやる』という決意をもって私たちも取り
組む」と応じました。

各団体の代表者からは「観光産業の支援（復興
割）」「中小企業支援」「事業継続・再建支援」

「九州新幹線と鹿児島への影響」「地域交通の維
持」等のテーマで発言し、全体で意見交換を行
いました。

その後、政府において「九州ふっこう応援割」
などを盛り込んだ「被災者の生活となりわい支
援のためのパッケージ」を取りまとめていただ
き、総額1,478億円の予備費支出が閣議決定され
ました（2026年８月28日）。

２．「令和８年熊本地震九経連義援金」の御礼
本会では、８月４日から９月30日にかけまし

て、標記義援金を募集いたしました。この間、
多くの皆さまから大変心温まるご厚志を賜り、
深く感謝申し上げます。

皆さまよりお寄せいただきました義援金を、
熊本の復旧・復興に向けた施策や事業の財源と
してお役立ていただくため、熊本県へ「復旧・
復興支援金」として贈呈させていただきます。

なお９月15日時点で、28,757,458円の義援金
をお預かりしています。ご協力いただきました
皆さまに心より御礼申し上げます。皆さまの温
かいお気持ちが、被災地の大きな後押しになる
ものと確信しています。

【「令和８年熊本地震」災害の復旧・復興に関する緊急要望（４つの柱）】

１．�支援物資・TKB※の確保、医療支援・心理的ケアの充実、熱中症対策、被災者の生活再建・
自立支援促進のための財政措置など「被災者生活支援の強化」

　　※TKB：避難中の生活の質の維持に重要とされるトイレ・キッチン・ベッド

２．�鉄道・道路・港湾等の交通インフラの早期復旧や水道・地域交通等のライフラインの確保・
安定化への財政及び技術支援など「社会基盤の早期復旧」

３．�深刻な被害を受けた農林水産業や製造業、観光産業等の支援、被災事業者への資金繰り支
援、補助金・助成金制度の拡充や行政手続きの負担軽減など「地域経済を支える事業者の事
業継続・再建支援」

４．�正確な情報発信の徹底による風評被害の防止、復興割など観光需要喚起支援の早期実施など
「観光産業の復興を促進するための措置」

要望書の詳細はこちらから➡　　　　　　　　　　　　　



12 九経連四季報  2026年  秋号

ト ピ ッ ク ス

【佐世保クリテリウム】＜約45km＞
10月９日（金）
させぼ五番街（周回コース）
スタート　13：00～
フィニッシュ　14：00頃

【佐賀・福岡ステージ】＜約150km＞
10月10日（土）
唐津市波戸岬　10：00～　
福岡市天神　13：20頃

【大分・熊本ステージ】＜約130km＞
10月11日（日）
豊後大野市役所　10：00～
南阿蘇村役場　13：10頃

【宮崎日南ステージ】＜約120km＞
10月12日（月・祝）
ひなた宮崎県総合運動公園
　　　　　　　　９：00～
宮崎県庁　12：00頃

※�その他、観戦スポットや最新情報などは大会ホーム
ページにてご確認ください。 

■大会日程・レース概要

10月９日（金）の佐世保クリテリウムを皮切り
に、10日（土）の佐賀・福岡ステージで唐津市の
波戸岬から福岡市の天神へ、11日（日）の大分・
熊本ステージで豊後大野市役所から南阿蘇村役場
へ、12日（月・祝）の宮崎日南ステージでひなた
宮崎県総合運動公園から宮崎県庁までの、４日間
で計400km以上を走ります。

国内外のプロ選手100名超が九州各地を駆け
抜ける国際サイクルロードレース「がんばろう
熊本 マイナビ ツール・ド・九州２０２６」の
開催まで、残りわずかとなりました。

今回は、昨年度の５県に佐賀県が加わり、
６県での開催へと拡大するほか、初めて福岡市
と宮崎市中心部をフィニッシュ地点とするな
ど、都市の中心から大会の魅力を発信します。

また、令和８年熊本地震の発生を受け、ス
ポーツの力を通じて被災地を応援し、復興に向
けて歩む皆さまと心を一つにするため、大会名
称を「がんばろう熊本 マイナビ ツール・ド・
九州２０２６」とし、支援してまいります。

熱い走りを　美しい九州を　世界へ
～がんばろう熊本 マイナビ ツール・ド・九州２０２６ 直前情報～

＜２０２６大会の概要＞
UCI（国際自転車競技連合）公認サイクルロードレース
UCIアジアツアー2.1（ステージレース クラス1）
■主　　催　�ツール・ド・九州２０２６実行委員会�  

一般社団法人ツール・ド・九州
■競技主管　公益財団法人日本自転車競技連盟
■日　　程　2026年10月９日（金）～12日（月･祝）
■開 催 地　�長崎県、佐賀県、福岡県、大分県、�  

熊本県、宮崎県
■参加選手　�国内外18チーム108名（予定）
■協　　力　�佐世保市、唐津市、糸島市、�  

国立大学法人九州大学、福岡市、�  
豊後大野市、竹田市、南小国町、�  
産山村、阿蘇市、高森町、南阿蘇村、�  
宮崎市、日南市

©2026 ZENRIN CO., LTD.
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大会に向けたメッセージ

UCIワールドチーム

出場チーム一覧

■主な出場チーム
今大会は、世界最上位のカテゴリーであり、世界最高峰「ツール・ド・フランス」への出場資格をも

つUCIワールドチーム２チームを含む、国内９、国外９の計18チームが出場します。

UAE TEAM EMIRATES XRG／UAE チーム エミレーツ・XRG
世界最強選手を擁する、世界最強チーム
UCIチーム世界ランキング首位の、名実ともに世界ナンバーワンチーム

（2026年５月12日現在）。ステージレースに圧倒的な強さを誇り、マイナ
ビ ツール・ド・九州２０２６でその世界クラスの走りを披露する。シーズ
ン終盤ということもありおそらく若手中心の布陣となりそうだが、育成
チームも含め将来有望な若手選手が多数在籍している。

UAEチームエミレーツ・XRG／XDS・アスタナ チーム／ソリューションテック・NIPPO・ラーリ／トタルエナジーズ／
愛三工業レーシングチーム／Astemo宇都宮ブリッツェン／キャッシュ X ボディラップ／キナンレーシングチーム／
リーニン・スター／ルージャイ・インシュランス・ウィンスペース／シマノレーシング／スパークルおおいたレーシングチーム／
TEAM UKYO／トレンガヌ・サイクリングチーム／VC FUKUOKA／ヴィクトワール広島／
ヴィクトリア・スポーツ・プロサイクリング／日本ナショナルチーム

XDS ASTANA TEAM／XDS・アスタナ チーム
戦略変更で一気に世界のトップチームに返り咲いたアジアの雄。　
カザフスタン籍のUCIワールドチーム。2026年５月12日現在の世界ランキ
ングは５位と、かつて降格線上にいたチームとは思えない強豪へと様変わ
り。チームのエースは今季ツアー・オブ・オマーンで総合優勝したクリス
チャン・スカローニ。ジロ・デ・イタリアでは第２ステージを制したギ
リェルモ・シルバがウルグアイ人として初のマリアローザを獲得し、大き
な話題をさらった。あらゆる地形で勝負できる陣を敷く。

YouTube

【チーム紹介寄稿：小俣 雄風太】

公式HP Instagram XLINE

大会の最新情報を公式ホームページや各種SNSで発信中！ぜひご確認ください！

■大会実行委員長：池辺 和弘
多くの皆さまにご支援ご協力いただき、

本大会も順調に準備を進めております。
本年は開催県を拡大し、都市中心部で

のフィニッシュやツール・ド・フランス
のキャラバンを参考にした新たな取り組みを採用する
など、官民一体となって大会を盛り上げてまいりま
す。ぜひ会場へ足を運んでいただき、選手たちへ熱い
声援をお願いします。

■競技ディレクター：グラハム・ジョーンズ
今大会を実際に見ると、選手たちのス

ピードに驚くと思います。特に登りでは
レースの厳しさや本当の勝負が見られる
ため、ぜひ足を運んでほしいです。

また、今大会が九州の魅力を知る契機になってほし
いと思っています。昨年も、他の地域から足を運んで
くださった方が多く見られましたし、今年もそうした
動きが広がることを期待しています。
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●�TAITRA・JETROとは？
TAITRA（台湾貿易センター）

台湾の対外貿易促進を目的に設立された貿易振
興機構。2025年４月に福岡の拠点を機能強化する
かたちで「台湾貿易投資センター」を設立し、台
湾の対日貿易促進業務に加え半導体分野をはじめ
とする台湾企業の九州進出や九州企業との協業を
日台双方から支援する体制の強化も図っています。
JETRO（日本貿易振興機構）

日本企業の海外展開支援や海外企業の対日投資
促進を担う独立行政法人。2025年９月、福岡に

「九州広域半導体等誘致推進本部」を設置し、域
内のJETRO事務所と連携し海外半導体関連企業
の誘致を加速させるとともに、台湾・韓国・米国
など海外企業の招へいによる在九州企業とのマッ
チング機会の創出を進めています。

●�三者MOUについて
TSMCの熊本進出を契機として、九州では半導

体関連企業の集積が急速に進展しており、サプラ
イチェーン強化や新たなビジネス創出に向けて台
湾との連携の重要性が高まっています。

こうした中、外国企業誘致のノウハウを持つ
JETRO、台湾企業との強固なネットワークを持
つTAITRA、九州企業との幅広いネットワークを
有する九経連が、それぞれの強みを持ち寄り、台
湾企業の九州進出支援や日台企業間の協業促進を
図るため、2025年９月に「貿易投資促進に関す
る協力覚書（MOU）」を締結しました。

●�MOUに基づく主な取り組み
■�九州の投資環境に関する情報発信・提供
■�台湾企業による九州・周辺地域への投資環境視

察ミッションの組成、九州投資誘致セミナー等
の開催

■�九州における台湾企業の拠点設立に係る支援
　�（法務・税務等のコンサルテーション、一時的

なオフィススペースの提供、立地情報の提供
等）

■�台湾企業と同地域の取引・協業候補企業とのビ
ジネスマッチング支援

以上をイメージし、三者で定例会議を設け、そ
れぞれの強みを活かした連携事業について協議し
ています。

昨年度は、JETRO主催の海外半導体関連企業
を招へいしたイベントにて、九経連が「新生シリ
コンアイランド九州実現への取り組み」について
登壇・講演を行いました。

また、今年度はTAITRA主催の「台湾EXPO」
に参加し、九経連のご紹介や、三者MOUにかか
る取り組みの資料を設置するなど、各者の主催イ
ベント等では、九州や三者の取り組みに関する情
報発信を積極的に行っています。

ト ピ ッ ク ス

TAITRA・JETROとの三者MOUにかかる取り組み
～九経連半導体パートナーマッチングネットワーク運用開始～

TAITRA・JETROとのMOU締結式の様子 台湾EXPOの様子
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●�九経連半導体パートナーマッチング�  
ネットワーク
このようなTAITRA・JETROとの緊密な連携の

もと、新たな取り組みとして「九経連半導体パー
トナーマッチングネットワーク」の運用を開始し
ました。

本ネットワークは、九経連が有する会員企業の
皆さまの「強み」と「広域ネットワーク」を最大限
に活用し、海外企業の九州進出支援および九州企業
との協業形成を促進する新たな支援スキームです。

TAITRA・JETROへの海外企業からの相談や協
業ニーズに応じて、本ネットワークにご登録いた
だいた九経連会員企業の中から適切なパートナー
を選定し、紹介する仕組みとなっています。

相談元の海外企業は、基本的には半導体関連企
業が中心となりますが、相談内容は多岐にわたる
と考え、九経連パートナー企業は業種横断（建
設・設備・電力／ガス・純水・精密加工・物流・
IT／AI・金融・大学等）で幅広く募集しています。

また、相談や協業のマッチングに限らず、本
ネットワークにご登録いただいた九経連パート
ナー企業の皆さまには、海外企業とのネットワー
キングイベントや、半導体関連のセミナー情報も
ご案内しています。

九経連パートナー登録要件は、「九経連会員で
あること」のみです。イベント情報を取得する目
的でも構いませんので、お気軽にご登録いただき
ますようお願い申し上げます。 

 【パートナー登録専用フォーム】
　本ネットワークへの登録を希望される企業の皆さまは、下記の専用フォーム
　（Googleフォーム）よりお申し込みください。
　ご登録いただいた情報は、九経連事務局にて厳正に管理いたします。

https://forms.gle/1fiv8uf8k6YZ2TYa8　　　　　　　　 　

 【本件に関する問い合わせ先】
（一社）九州経済連合会　新生シリコンアイランド九州推進部
　TEL：092-791-4278
　担当：田中（mi_tanaka@kyukeiren.or.jp）
　　　　野中（ry_nonaka@kyukeiren.or.jp）

概要イメージ

https://forms.gle/1fiv8uf8k6YZ2TYa8
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１．九州洋上風力産業推進パートナーシップの設置
2050年カーボンニュートラルの実現とエネル

ギーの安定供給の両立に向け、再生可能エネル
ギーの導入拡大が重要となっています。中でも
洋上風力発電は、大規模な導入が可能であるこ
とに加え、風車を構成する部品点数が多く、製
造、建設、港湾、物流、運転・保守など幅広い
産業への波及が期待されることから、エネル
ギー政策と産業政策の両面で重要な分野として
位置付けられています。

国は、洋上風力について2030年までに10GW、
2040年までに30～45GWの案件形成を目標として
掲げており、国内サプライチェーンの構築や産業
競争力の強化に向けた取り組みを進めています。

九州では、長崎県五島市沖で国内初となる商
用浮体式洋上風力発電所が運転を開始したほか、
福岡県北九州市響灘沖では国内最大級の洋上ウ
インドファームが稼働するなど、洋上風力発電
事業が具体化しています。さらに、福岡、佐賀、
長崎、鹿児島の各県沖に促進区域、有望区域、
準備区域が複数存在するなど、今後の洋上風力
導入に向けた案件形成が進んでいます。また、
国のエリア別導入イメージでは、全国の約４分
の１を九州が占めています。こうした洋上風力
の導入ポテンシャルに加え、港湾インフラや鉄
鋼、造船、自動車、機械などのものづくり産業、
関連する産学官ネットワークや人材育成機関な
ど、多様な産業基盤を有しています。こうした
地域の強みを活かし、洋上風力を単なる「発電
事業」にとどめず、九州の新たな成長産業へと
つなげていくことが重要です。

こうした中、2026年６月、九州経済産業局、
福岡県、長崎県、北九州市、脱炭素成長型経済
構造移行推進機構（GX推進機構）、九経連によ
り、「九州洋上風力産業推進パートナーシップ」
が創設されました。本パートナーシップでは、
洋上風力を九州の成長産業とするため、サプラ
イチェーンの構築や事業環境の整備などに地域
一体となって取り組んでいます。

２．�戦略産業クラスター計画の採択
九州の洋上風力産業を取り巻く環境も大きく

動き始めています。
2026年７月31日には、国の「戦略産業クラス

ター計画」において、「洋上風力　戦略産業クラ
スター（九州地方）」が公表されました。

戦略産業クラスター計画は、大規模な民間投
資を起点として、関連企業の集積に加え、道路
や港湾などのインフラ・拠点整備、人材育成な
どを一体的に進め、地域に競争力のある産業集
積を形成していく取り組みです。

九州地域の計画では、北九州市や長崎県内を
対 象 地 域 と し て、 港 湾 機 能 や 地 域 サ プ ラ イ
チェーン、人材などの強みを活かし、「アジア太
平洋市場を獲得する拠点の形成」が目標として
掲げられています。

３．ベスタス社が北九州市への拠点設置を発表
さらに、大きな動きとなったのが、世界有数の

風力発電機メーカーであるベスタス社（デンマー
ク）による国内サプライチェーン構築の動きです。

2026年７月10日、経済産業省の「GXサプラ
イチェーン構築支援事業」に、ベスタス社のナ
セル最終組立工程の国内移管に関する計画が採
択されました。ナセルとは、風車上部に設置さ
れ、発電機などの主要機器を収める部分です。

ベスタス社は、現在海外で実施しているナセ

九州から洋上風力産業の新たな集積へ
～九州洋上風力産業推進パートナーシップの取り組み～

ト ピ ッ ク ス

図１．エリア別の導入イメージ
（出典：経済産業省「洋上風力産業ビジョン（第１次）概要」）
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ル組立工程の最終
段階を日本へ移管
し、日本国内の洋
上風力プロジェク
トのプレアセンブ
リ港などで最終組
立・試験を実施で
きる体制を構築す
る計画です。その
ために必要となる
専用治具・設備の
拠点を北九州市に
設置する計画を公
表しています。

また、市場の発
展や受注拡大に応
じ、日本のサプラ
イヤーとの連携を
強化し、競争力と
強靱性を備えたサ
プライチェーンの
構築に取り組む考
えも示されています。

４．九州が持つ産業基盤を洋上風力へ
九州には、洋上風力産業の発展を支えるさま

ざまな強みがあります。
北九州港をはじめとする港湾インフラに加え、

鉄鋼、造船、自動車、機械、半導体など幅広い
ものづくり産業が集積
しています。また、九
州各地には洋上風力関
連産業への参入に関心
を持つ企業や、産学官
によるネットワーク、
教育・訓練機関なども
存在しています。

こうした既存産業の
技術や人材を洋上風力
分野へつなげることが
できれば、地域企業の
新たな事業機会の創出

だけでなく、九州域内への投資拡大や雇用創出
にもつながる可能性があります。

今回の戦略産業クラスター計画やベスタス社
の北九州市への拠点設置の動きは、こうした九
州のポテンシャルを具体的な産業集積につなげ
ていく大きな契機になると期待されます。

５．九州の力をつなぐ役割を
洋上風力産業の形成には、風車メーカーだけ

でなく、部品・素材メーカー、建設、港湾、物
流、運転・保守、人材育成など、多くの企業・
機関の連携が不可欠です。

九州洋上風力産業推進パートナーシップでは、
それぞれの機関が持つ強みやネットワークを活
かしながら、地域企業への情報提供、関係機関
との連携、サプライチェーン形成に向けた環境
づくりなどを進めていきます。

九経連としても、経済団体としての産学官金
のネットワークを活かし、九州企業への情報共
有などを通じて、地域企業の洋上風力産業への
参入機会を創出したいと考えています。

洋上風力を「発電事業」にとどめず、九州の
ものづくり産業や港湾、人材などの強みを活か
した新たな産業へと広げていくことが重要です。
国の政策や企業の投資という好機を九州全体の
産業振興につなげられるよう、関係機関と連携
しながら取り組んでまいります。
� 〈問い合わせ先：産業振興部　園田 靖史〉

図２．浮体式洋上風力発電設備
（出典：経済産業省、国土交通省「洋上風
力の政策的位置付けと今後の検討の視座」）

①ナセル

②ブレード

④付帯基礎

③タワー

⑤係留索

⑥アンカー
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ト ピ ッ ク ス

１．�環境省　�  
ネイチャーポジティブの実現に向けた
30by30と自然共生サイトの取り組み
寄稿：環境省　九州環境局
　　　自然環境調整専門官　小林 悟志 氏

「ネイチャーポジティブ（Nature Positive）」
とは、自然環境の悪化につながる生物多様性の
損失を食い止めるだけではなく、その損失を回
復軌道へ転換させ、地球環境を豊かにし、持続
可能な生活空間の実現を目指す活動を指します。
私たちの暮らしや経済活動は、森林、水、土壌、
海洋、そこに生息・生育する生物の「自然資本」
の恩恵によって支えられています。しかし近年、
地球温暖化や都市開発等により、世界各地で生
物多様性の損失が進み、その影響は食料生産や
企業資本の減少につながり、さらに水資源の悪
化、災害の増大に及ぶことが懸念されています。

こうした危機感のもと、2022年に開催された
生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）で
は、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が
採択されました。この中で掲げられた世界の共通
目標が「30by30（サーティ・バイ・サーティ）」
です。30by30とは、2030年までに陸域・海域
の30％以上を生物多様性保全の資する場所とし
て確保し、2050年ビジョンである「自然と共生
する社会」を目指すものです。

日本では、この国際目標を踏まえ「生物多様
性国家戦略2023‒2030」を策定して施策を推進
しています。30by30の実現には、国立公園など
の保護区域だけでは、現状、目標の割合には届
かず、企業林や農地、里山、都市緑地など、民
間が維持管理している区域も、生物多様性保全
に資する場所として加えていくことが目標達成
の鍵となります（図１）。

環境省は2023年から、民間等が環境保全に取
り組む区域のうち、生物多様性保全に資するもの
を「自然共生サイト」として認定し、そのうち既
存の保護区域に含まれていない区域をOECM

（Other Effective area-based Conservation 
Measures）として登録する制度の運用を開始し
ました。さらに、2025年４月から法制化し、「地
域における生物の多様性の増進のための活動の
促進等に関する法律」により環境大臣、農林水

図１　国内外の生物多様性の流れ
（出典：環境省HP「ネイチャーポジティブ経済移行戦略 参考資料集」）

ネイチャーポジティブが導く地域共創
～30by30達成に向けた自然共生サイトと企業の実践～ 

世界では、生物多様性の損失が深刻な課題となっています。その解決に向けて掲げられた
「ネイチャーポジティブ」は、行政だけではなく企業にも積極的な役割が期待される時代を迎え
ています。日本でも「30by30」をはじめとするさまざまな施策が進められ、九州でも企業や地
域による先進的な取り組みが広がっています。

本稿では、まず初めに、環境省九州環境局の小林 悟志 自然環境調整専門官より、ネイ
チャーポジティブと自然共生サイト制度についてご紹介いただきます。

次に、本会会員で、自然共生サイト認定企業でもある「株式会社博多大丸」さまの、地域と
の共創による実践事例をご紹介します。
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産大臣、国土交通大臣が主務大臣として認定す
る制度となり、企業や自治体による保全活動が
法制度の下、評価される仕組みとなりました。

制度開始以来、認定数は着実に増加しており、
2026年８月時点では国内で610サイト、九州・
沖縄地域で64サイトが認定されています。森林
や草原、農地、干潟、工場緑地など、全国各地
の多様な場所で生物多様性を保全する活動が進
められています（図２）。

また近年、TNFD（自然関連財務情報開示タス
クフォース）への対応をはじめ、自然資本を企業
経営へ取り込む動きが急速に広がっています。
生物多様性保全は環境保全活動にとどまらず、
企業価値の向上、地域との共創、人材育成、ブ
ランド形成にもつながる重要な経営課題となっ
ています。

九州には広大な草原、照葉樹林、干潟、島嶼
など世界的にも貴重な自然が数多く残されてお
り、これらの自然を活かし、地域経済と結び付
けて発展することができる潜在的なポテンシャ
ルが高い地域といえます。

ネイチャーポジティブは、行政だけでは実現
できません。企業、自治体、地域住民、NPO、
教育機関など、多様な主体が連携し、それぞれ
の地域資源を活かした取り組みを広げることが
重要です。自然共生サイトは、その先駆的な制
度として今後さらに期待されています。

ご興味をいただいた企業・団体の方がいらっ
しゃいましたら、ぜひ、九州環境局までお問い
合わせください。または、環境省ホームページ
で「自然共生サイト／30by30」を検索いただけ
ましたら幸いです（図３）。

 〈寄稿　小林 悟志 氏〉
環境省九州環境局　自然環境調整専門官
博士（学術）
第52次日本南極地域観測隊員（写真１）

生態学・生物多様性保全の専門で、自然共生サ
イトや30by30、地域生物多様性増進法の推進を
担当。

九州・沖縄地域におけるネイチャーポジティブの
実現に向け、企業や自治体との連携を進めている。

図２　地域生物多様性増進法の概要
（出典：環境省HP「地域生物多様性増進法について」）

図３　自然共生サイトの認定の流れ
（出典：環境省HP「自然共生サイトについて〜認定のメリットや取組事例〜」）

環境省　自然共生サイト➡︎

写真１　2011年 南極大陸にて
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２．�博多大丸　�  
ネイチャーポジティブの取り組み

〈百貨店が進めるネイチャーポジティブ
 　　人と地域をつなぐ「九州探検隊」の挑戦〉

博多大丸では、「九州探検隊」の活動を通じて、
九州・沖縄各地の地域資源を発掘し、人と地域
をつなぐ「地域共創」に取り組んでいます。食や
工芸、観光だけでなく、近年は生物多様性保全を
テーマとした活動にも力を入れています（図４､

写真２）。

その代表となる活動が、環境省「自然共生サ
イト」に関する取り組みです。2025年、博多大
丸は「やまが和栗の里」とともに自然共生サイ
トの認定を受け、九州・沖縄各地の認定団体と
のネットワー
クづくりをス
タート（写真３）。

「 認 定 団 体 同
士をつなぐ百
貨店」という
新しい役割を
目指していま
す。

その取り組みを象徴するのが、2025年のクリ
スマスイベント「Legacy ～未来に続く、いの
ちの光～」です。会場では、「切らない林業」に
取り組む田島山業株式会社の間伐材を活用した
ツリーを制作するとともに、生物多様性をテー
マにした空間演出を実施しました（写真４､５）。
さらに、立命館アジア太平洋大学の学生たちが
オーナメント制作や情報発信に参加し、若い世代
の視点も取り入れた企画となりました（写真６）。

期間中は、九州・沖縄の自然共生サイトを紹
介するパネル展示や動画放映、認定団体による
ステージイベントなどを開催し、多くの来場者
へ自然共生サイトの取り組みを紹介しました。
約200万人が来場し、企業や自治体、新たな認
定団体との交流も生まれるなど、情報発信だけ
でなく地域間連携という新たな成果も得られま
した。

博多大丸が目指しているのは、「お客様の多様
化するニーズに応える百貨店」から「地域とと
もに価値を創り出し、提供する百貨店」への進
化です。地域で守られている自然や文化、生産
者の想いを都市の消費者へ伝え、新たな共感や

図４　�九州・沖縄117市の行政と協力し、九州の魅力を収集・発掘・発信する
九州探検隊

写真２　活動９年目を迎えた現在の隊メンバー

写真４　田島山業での九州探検隊 現地視察（左）
写真５　間伐材を利用した2025年制作のクリスマスツリー（右）

写真６　�立命館アジア太平洋大学サステイナビリティ
観光学部の学生たち

写真３　やまが和栗の里の皆さん
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交流を生み出すことが、百貨店ならではの役割
だと考えられているそうです。

ネイチャーポジティブは環境保全だけではあ
りません。地域経済や文化、人材育成、観光な
ど、さまざまな価値をつなぎ、新しい地域ブラ
ンドを創る取り組みでもあります。

これからも博多大丸は、九州探検隊のネット
ワークを活かし、自然共生サイトをはじめとす
る地域の取り組みを「つなぐ」「伝える」「広げ
る」ことで、九州らしいネイチャーポジティブ
の実現に貢献していくと期待されます。

〈九州探検隊　村本 光児 隊長コメント
 （株式会社 博多大丸　代表取締役社長）〉

「2026年　大丸福岡天神店の
 　　クリスマスツリーのご案内」

九州探検隊では、2021年よりクリスマスツリー
の企画・制作に取り組んでいます。きらびやかな
美しさをお届けするだけでなく、その年ならでは
のテーマを大切にしながら、心に残るツリーづく
りを目指しています。

2026年は、九州が国内外に誇る阿蘇の雄大な
自然をテーマに、新たなクリスマスツリーづく
りに挑戦しています。阿蘇の広大な草原をイ
メージし、その象徴でもある茅（かや）を主な素
材として用いる初めての試みです。本企画は、
環境省をはじめ、九州・沖縄で自然共生サイト
の認定を受けた団体の皆さま、そして次世代を
担う福岡女子大学の学生の皆さまとの連携によ
る、産官学一体の取り組みです。それぞれの知
恵や技術、自然への想いを重ねながら、阿蘇ら
しい豊かさと温もりを表現したツリーの完成を
目指しています。

今回、熊本にちなんだツリーデザインの企画
を年始から進めてきた中で、令和８年熊本地震
が発生しました。被害にあわれた皆さまに、心
よりお見舞い申し上げます。

このツリーには、熊本の豊かな自然への敬意
とともに、地域のこれからを明るく照らし、復
興への願いをつないでいきたいという想いも込
めています。ツリーの光が、環境のこと、熊本

の魅力、そして人と地域が支え合うことについ
て、改めて思いを寄せるきっかけとなれば幸い
です。

展示期間中はぜひお立ち寄りいただき、阿蘇
の自然と多くの方々の想いが込められたクリス
マスツリーを、ぜひご覧ください（写真７､８）。

３．最後に
ネイチャーポジティブは、「自然を守る活動」

という枠を超え、地域経済や企業価値の向上に
もつながる新たな経営テーマとなりつつありま
す。九州には、豊かな森林や草原、海、里山な
ど世界に誇る自然資本があります。その価値を
守り、さらに高め、次世代へ引き継ぐためには、
行政だけでなく企業や地域社会が連携し、それ
ぞれの強みを活かした取り組みを積み重ねてい
くことが重要です。本稿が、会員企業の皆さま
にとって「ネイチャーポジティブ」を自社の経
営や地域との関わりの中で考えるきっかけとな
れば嬉しく思います。
� 〈編集担当：産業振興部　松本 賢史〉

写真７　2026年クリスマスツリーイメージ（左）
写真８　博多大丸 九州探検隊　村本 光児 隊長（右）

2026年クリスマスツリー点灯式
（場所） �大丸福岡天神店� �

　エルガーラ・パサージュ広場
（日時）2026年11月７日（土）
 　・ステージイベント　16：00～
 　・ツリー点灯式　　　18：30

※設置期間� �
　2026年11月７日（土）～12月25日（金）
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「社会の隙間」を埋める公民連携の必要性
近年、企業版ふるさと納税の活用が広がって

います。内閣府の発表によると、2024年度の寄
附受入額は前年度比1.3倍の631億円に達しまし
た。積極的な国の後押しもあり、企業も単なる
税負担の軽減や一時的な地域貢献という枠を超
え、自社のビジョンに基づいて企業版ふるさと
納税を活用して地域と連携する公民連携事例が
増加しています。

その背景にあるのが、わが国が直面している
深刻な社会構造の変化です。2070年には総人口
が約8,700万人へ減少すると推計される中、自治
体は厳しい財政状況からインフラ整備やサービ
ス維持に必要な予算の確保が難しくなっていま
す。一方、企業も単なる利益追求だけでなく、
SDGsやCSRといった社会的価値の創出が強く求

められる時代となりました。公共サービスに限
界が見える中、自治体と企業が連携して課題を
解決する公民連携の推進がこれまで以上に求め
られています。地方創生の充実強化に向け、民
の力を活用し、地方への資金の流れを生み出す
目的で創設された企業版ふるさと納税もそれに
資するものとなっています。

国も後押しする、寄附を通じた官民
共創

国もまた、積極的な活用を推進してい
ます。内閣府は定期的にQ&Aを更新して
おり、「企業版ふるさと納税を活用する上
でポイントとなる経済的な見返り」に対
しての解釈を公表し、制度運用の明確化
を図っています。しかしながら、企業内
でそうした制度上の理解が進まず活用を
躊躇するという状況が今も多く起こって
います。

そこで、実際に内閣府の担当者へのイ

人口減少や地域産業の振興、インフラ整備、教育環境の改善など、地域が抱える課題が複
雑化する中で、企業と自治体が共に地域の未来をつくる「企業版ふるさと納税」が広がって
います。

本稿では、社会問題と企業課題を同時に解決する事業を共創する、合作㈱の齊藤智彦代表
取締役より、同制度の仕組みや成功へのポイント、活用事例までを体系的にご紹介します。

企業版ふるさと納税を活用した、
企業と自治体による連携事業のつくり方

寄
稿
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ンタビューを行い、国の狙いや制度活用をする
上でのポイントを伺ってきました。

内閣府インタビュー 企業版ふるさと納税
制度創設の「狙い」と、「人材派遣型」への期待

（聞き手）：まず、企業版ふるさと納税の目的と
趣旨について、制度が始まった経緯やその狙い、
意義を改めてお聞かせください。

橋尾（内閣府）：人口
減少や少子高齢化に伴
い、日本全国の自治体
が抱える社会課題は
年々複雑化していま
す。もはや行政単独の

力だけで解決することが難しいケースが増えてお
り、民間企業の持つ「資金」や「専門的な人材・
知見」との連携が重要となっています。そうした
中、地域の社会課題解決に意欲的な企業のパワー
を地方に呼び込む強力な支援策として、2016(平
成28)年度に「企業版ふるさと納税」が創設され
ました。自治体の地方創生事業へ寄附を行った企
業は「最大約９割の税軽減」を受けられ、現在で
は全国の９割を超える1,600以上の自治体で活用
可能な環境が整っています。

さらに近年は、企業の専門人材を地方自治体
に派遣する「人材派遣型」の活用も伸びてきて
います。人件費相当額を寄附する形をとること
で、自治体側は実質的な人件費負担なしでプロ
フェッショナルな知見をプロジェクトに迎え入
れることができ、企業側も「人材育成」や「自
治体との関係構築」を実現できます。今年３月に
は本業を続けながら参画する「副業型」スキー

ムについても明確化されました。より多様な関
わり方が可能となり、多くの企業に活用いただ
くことを期待しています。

「お金の支援」から「理念の共感・共創」へ
（聞き手）：内閣府では毎年「大臣表彰」を実施
されていますが、最近の表彰事例などから見え
る注目すべき取り組みや、評価されているポイ
ントを教えてください。

岡田（内閣府）：これ
まで計８回の大臣表彰
を開催してきました
が、制度初期に見られ
た「税額控除のメリッ
トありき」の寄附か

ら、最近では「自治体と企業が丁寧な対話を重ね
る中で、プロジェクトの理念に共感し、複数年に
わたり継続的な寄附や連携を行う」という事例が
目立って増えています。

また、単に自治体が用意したメニューに寄附
するだけでなく、「企業側が解決したい社会テー
マ（例：環境、DXなど）を提示し、それに対して
自治体側が手を挙げて協働プロジェクトを作る」
といった、新しい官民共創のパターン（公募型／
民間提案型）も評価されています。自治体と企業
が対等なパートナーとして対話し、事業を作り
上げていく姿勢が評価される傾向にあります。

柔軟な活用の推進へ──４月Q&A改定の背景と
「経済的見返り」の考え方
（聞き手）：活用が進む一方で、「自治体や企業の
担当者が制度のルールを過度に警戒して、足踏
みしてしまっている」という現状をよく目にし

橋尾 未来　参事官補佐

岡田 卓也　主査

【内閣府地方創生推進事務局】
【橋尾 未来】参事官補佐／総務省から出向　総務省では自治体DXなどを担当し、内閣府では企業版ふる
さと納税を担当　【岡田 卓也】主査／九州財務局から出向　前職では国有財産管理等を担当し、現在は制
度の普及推進に従事　【大尻 悠矢】地方創生推進員／岩手県釜石市から出向　自治体での地方創生・広報
経験を活かし、当制度の普及を支援
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ます。特に今年４月１日に改定されたQ&Aでは、
「共同研究等」の項目が追加されました。この追
加に至った背景や、国が発信したいメッセージ
を教えていただけますか。

大尻（内閣府）：寄附
額が全体として伸びて
いる一方で、新規の寄
附企業数は若干伸び悩
んでいるという実態が
あり、その一因として

「経済的見返り（利益供与）の禁止ルール」に抵触
するのではないかという不安があると考えてい
ます。

近年、産学官連携や、地域課題解決に向けた
「自治体と企業の共同研究」などの連携手法が多
様化しています。こうした背景から、今年４月の
Q&A改定では、共同研究に関する考え方を整理
し、「企業と自治体が連携して地域課題に取り組
むことは、その内容が寄附の直接的な対価（見返
り）として位置づけられない限り、直ちに制度上
問題になることはない」という点を明確に示し
ました。

橋尾（内閣府）：今回の共同研究の項目追加は、
大学や研究機関が企業版ふるさと納税の仕組み
を使って研究を行う際、「利益供与」とみなされ
る不安から企業が参画しにくいという声を受け、
留意点を明確にすることで企業の不安を解消し
一歩を踏み出しやすくした、という経緯がござ
います。

ポイントはフェーズの切り分け　
企業版ふるさと納税を活用した官民連携の進め方

（聞き手）：「自治体とどこまで対話して、どう事
業に関わって良いのか」という境界線について
は、今なお悩む企業が多い印象です。

橋尾（内閣府）：境界線の整理としては、事業を
「(1) 企画・立案」「(2) 事業の実施」のフェーズ

に切り分けて考えることが重要です。
「企画・立案」フェーズで企業と自治体が一緒

に知恵を絞ることは、まったく問題ありません
し、むしろ推奨されるべき「官民連携」です。
ただし、その後の「事業の実施」フェーズにお
いて、寄附を行った企業が「寄附をしたから」
という理由だけで有利な契約を結んだり、優先
的に補助金を得たりすることはNG（経済的見返
り）となります。自治体側が適切な入札や公平・
公正な契約プロセスを徹底することが重要です。
大切なのは「寄附の対価としての優遇」を徹底
して排除し、プロセスを切り分けることです。

（以下略）

九州から始まる新たな官民連携の取り組み 
鹿児島銀行の民間提案型による共創事業

内閣府へのインタビューからも、改めて官民
が対話を通じて課題解決に取り組むことへの期
待がうかがえます。そうした中、九州からも企
業版ふるさと納税を活用して、自治体と連携し
た課題解決に積極的に取り組む動きが生まれて
います。

経営理念の柱の一つに地域貢献を据える鹿児
島銀行も、早くから本制度を活用してきた企業
です。制度開始間もない2018年から活用をス
タートし、2020(令和２)年には複数自治体への
多額の寄附実績などが評価され「内閣府大臣表
彰」を受賞。その時点で寄附総額は約２億2,000
万円に達していました。こうした継続的な寄附
は、インサイド（行内）とアウトサイド（地域）の
双方に実質的な変化をもたらしています。まず
対外的な効果として、地域や自治体から「金融

大尻 悠矢　地方創生推進員
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機関の中でも鹿児島銀行は本当によくやってく
れている」と寄附を通じた信頼の高まりが感じ
られたそうです。日々地域の顧客と直接向き合
う営業店の担当者や支店長が直接声をかけられ
るようになり、地域からの評価が行員の誇りと
なり、さらなる貢献意欲を生む好循環につな
がっています。さらには寄附をきっかけに独自
の電子決済「Payどん」の導入推進や、多様な
DX・課題解決の相談口を切り開くフックとして
も機能しており、一過性でない地域との連携に
つながっています。

鹿児島県大崎町と取り組む、企業のHR課題
解決を目的とした大隅の人事部プロジェクト

こうして着実に実績を積み上げてきた鹿児島
銀行が新たに始めたのが、寄附の活用方法につ
いて自治体と対話を重ねて「立案・課題設計」
の段階から組み立てていく民間提案型での取り
組みです。これまでの寄附は、自治体側がすで
に作った計画に対する資金支援にとどまる形で
した。しかし今後は、プロジェクトの上流であ
る「立案・課題設計」の段階から自治体と対話
しながら進めることで、民間としての知見を活
かし、地域の未来を能動的にデザインする「真
の伴走者」を目指そうとしています。

その第一号案件となるのが、鹿児島県大崎町
と行う「大隅の人事部プロジェクト」です。舞

台となる大隅半島は県内でも特に若者の域
外就職が顕著な地域であり、働き手の確保
が課題になっています。一方で地域の大半
を占める中小企業はHR（人的資本）部門に
十分なリソースを割けず、都市部企業との
格差が拡大する状況がありました。そこで、
地域企業向けに研修や合同での採用活動な
どをサポートすることでHR領域の底上げを
行い、人材確保を目指します。鹿児島銀行
は企画段階から大崎町と対話を重ね、資金
面のサポートに加え、蓄積したネットワー
クや知見をもとに事業を伴走しています。

正しい理解で、地方創生を応援する
企業版ふるさと納税の狙いは、単なる都市部

から地方への財源移転ではなく、社会課題を解
決するための実質的な官民共創にあります。公
民連携を支援する合作株式会社も、国のニーズ
に沿って「寄附設計ラボ」を立ち上げ、制度を
研究しながら企業や自治体の伴走支援を行って
います。ここで最も大切なのは、国の狙いを適
切に把握し、法令に則って良い事例を作ってい
くことです。現状、本制度については誤解され
ている部分も少なくありません。しかし、制度
の趣旨をしっかりと理解し、適切に活用するこ
とこそが、真の意味で地方創生を応援すること
につながっていくと捉えています。

【筆者紹介】
合作株式会社
代表取締役　齊藤 智彦

元大崎町役場政策補佐監
鹿児島県大崎町に出向
し、大崎町の公民連携事
業 を 牽 引。 大 崎 町 は
2022年に企業版ふるさ
と納税に係る大臣表彰を
受賞／環境省 地域の資

源循環促進支援事業 総合マイスター／経済産
業省 CPs 地域循環モデル構築ワーキンググ
ループ 委員

鹿児島銀行より提供
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 Member Introduction会 員 紹 介

水に含まれる不純物をほぼ100％取り除くことができるROの技
術はさまざまなところで活用されていますが、一般の方が使用する
にはハードルが高くなかなか普及していません。弊社では、福岡で
暮らす方々に安価で手軽にご利用いただける環境をつくりました。
こまやかな管理とクオリティの高いサービスを実現するため、福岡
県内および隣接他県の一部のみに展開しています。

創業から52年、安心して暮らせる未来のためにも清らかな水を
つくり続け、福岡に暮らす方々の健康と生活の質の向上に貢献して
まいります。代表取締役

廣澤  雅女

長年培ってきた信頼と専門性に加え、シンガポールを起点に世界
15の国と地域へ広がるグローバルネットワークを活かし、株式取
引、資金調達、海外展開、M&Aなど幅広い金融サービスを提供し
ています。株式上場支援では、トップクラスの実績を強みに、各証
券取引所のプロマーケットから一般市場まで、企業の成長ステージ
に合わせて伴走します。

フィリップ・キャピタル証券は、お客様や社会とともに新たな価
値を育み、世界と未来をつなぐ金融のパートナーとして進化し続け
ます。Your Partner in Finance.

法 人 名 フィリップ・キャピタル証券株式会社
設 立 1944年４月14日

代 表 者 代表取締役社長　永堀  真

事 業 内 容
有価証券等の売買、店頭デリバティブ取引等の金
融商品取引業および商品先物取引業ならびにそれ
らに付随する事業

従 業 員 数 128名（派遣除く、2026年６月現在）

本社所在地 〒105-6308　東京都港区虎ノ門1-23-1
虎ノ門ヒルズ 森タワー8階

電 話 番 号 03-3666-2101

ホームページ https://www.phillip.co.jp/

法 人 名 柏葉食健株式会社

設 立 1974年９月23日

代 表 者 代表取締役　廣澤  雅女

事 業 内 容
RO（逆浸透）の技術を活用した水汲み場「水の
駅」の開発・展開・メンテナンスおよび家庭用真
水製造装置の開発・レンタル・メンテナンス

従 業 員 数 ７名

所 在 地 〒816-0912　福岡県大野城市御笠川5-1-2

電 話 番 号 092-504-2801

ホームページ https://www.mizunoeki.jp/

代表取締役社長
永堀  真

上場支援の実績を強みに、企業の次の成長まで伴走します。
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 Member Introduction会 員 紹 介

サイバー大学は、文部科学省認可の４年制の通信制大学として、
時間や場所にとらわれないオンライン教育を通じ、一人ひとりの学
びを支えています。ITとビジネスを体系的に学ぶカリキュラムに加
え、AIをはじめとする先端技術を実践的に活用する力を養い、変
化の激しい社会で価値を創造できる人材の育成を目指しています。

高校卒業後の進学希望者から、学び直しやキャリアアップを志す
社会人まで、多様な学習者が自らの目標に応じて学べる環境を整備
しています。これからも、AI時代にふさわしい新しい大学教育を
通じて、社会の発展に貢献してまいります。代表取締役　学長

川原  洋

法 人 名 株式会社サイバー大学
設 立 2018年11月（大学開学は2007年４月）
代 表 者 代表取締役　学長　川原  洋

事 業 内 容
・�大学事業（「サイバー大学」の運営）
・�産学連携事業（学内で使用しているeラーニング

プラットフォーム「Cloud Campus」を企業や
他大学へ提供）

従 業 員 数 112名

所 在 地 〒813-0017　福岡市東区香椎照葉3-2-1　
シーマークビル3階

電 話 番 号 03-6895-0103（東京オフィス：代表）
ホームページ https://www.cyber-u.ac.jp/

当社は1986年の創業以来、マーケティング・リサーチとコンサ
ルティングを通じて、企業や自治体の課題解決を支えてきました。
現状把握から課題発見、戦略立案、実行の仕組みづくりまでを一貫
して支援。40年にわたり蓄積した知見を生かし、施設運営・開発、
新規事業・商品開発、広告PR、ブランディングなど幅広い分野で、
根拠ある意思決定を支えています。

現在は、生成AIを活用して、顧客理解や事業支援をさらに高度
化する取り組みも進めています。生活者の声を事業活動の推進力に
変え、地域の未来を明るく照らしてまいります。

法 人 名 株式会社ジーコム

設 立 1986年11月

代 表 者 代表取締役　神﨑  依子

事 業 内 容 マーケティング・リサーチ／
ビジネス・コンサルティング

従 業 員 数 ９名

所 在 地 〒810-0001　福岡市中央区天神4-1-1
第7明星ビル7階

電 話 番 号 092-761-0221

ホームページ https://www.gcom-net.co.jp/

代表取締役
神﨑  依子
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山口県では、今年10月１日から12月31日まで、「万福の旅」山口デスティネーション
キャンペーン（山口DC）を開催する。

山口DCでは、秋から始まる岩国市出身の作家・宇野千代をモデルにしたドラマ放送で
注目を集める「錦

きんたいきょう

帯橋」の魅力の深層に触れる限定ガイドツアーや、ユネスコ世界ジオ
パークに認定された「Mine秋吉台ジオパーク」での多種多彩なアウトドアアクティビ
ティ、防府市の重要文化財「旧毛利家本邸」でアフタヌーンティーを味わう体験など、
200を超える観光素材を観光客の皆さまにご用意している。

また、本県が誇る日本酒に着目した、オリジナルのご酒印を集めながら酒蔵を巡るイベントや、鉄道やバスの
乗り放題と県内各地の観光施設の入場券等をセットにしたデジタルパスの販売のほか、角

つの

島
しま

大
おおはし

橋と元
も と の

乃隅
すみ

神
じんじゃ

社を
巡る人気コースに秋

あき

芳
よし

洞
どう

を追加した広域観光周遊バスの運行など、山口県を楽しんでいただくためのさまざまな
観光キャンペーンを展開する。

今年の秋こそ、ぜひ「おいでませ ふくの国、山口」へ。
《問い合わせ先》

山口県観光プロモーション推進室　TEL： 083-933-3170

福岡県が取り組んでいる、スマートに（賢く）ソルト（塩）を使う減塩
プロジェクト「TRY ！スマソる？」の一環として、福岡県醤油工業協
同組合、県内学生と連携して開発した「福岡スマソル醤油」の販売が
2026年７月から開始された。

物足りなさを感じることもある減塩醤油のイメージを覆すため「塩
分を控えても、甘くてうまい」という絶妙なバランスを目指して開発
した。
「TRY ！スマソる？」の取り組みは広がっており、県内の一部企業では、出汁や香辛料を活用し、食塩相当量

を2.5g以下に抑えた「スマソルレシピ」を取り入れた定食を社員食堂で提供している。「塩分が控えめなのに、
食べ応えがある」と好評である。

県内で広がる「TRY ！スマソる？」にぜひ参加していただきたい。
《問い合わせ先》

福岡県健康増進課　TEL：092-643-3269

江藤新平と佐賀藩10代藩主鍋島直正を主人公とした漫画『さがドーン』が好評発売中
だ。週刊漫画雑誌『モーニング』で５月14日から５週連続で掲載され、掲載後すぐにコ
ミックス化が決定するなど、大きな話題を集めている。

本作は、佐賀県側から作者・泰
やす

 三
み こ

子さんに江藤に関する資料提供や県内での取材を提
案したことがきっかけ。同誌で連載している大人気歴史漫画『だんドーン』を執筆中の泰
さんは、かねてより江藤新平に関心を持たれており、佐賀を訪れ取材を実施。佐賀での取
材を通して、佐賀藩の科学技術力が他藩とは “格が違う” ことや、江藤や鍋島直正の
“凄さ” に感銘を受けられ、『さがドーン』という作品が生まれた。

日本の未来を見据えて西洋の科学技術を導入した鍋島直正と現代につながる日本の骨格を創り上げた稀才・
江藤新平。二人の物語を、史実をもとに泰さん独自のユーモアを交えて描かれている。

コミックスは、全国の書店などで購入できる。直正の夢見た未来を実現させるために、激動の時
代を疾風のように駆け抜けた江藤の短くも強烈な人生を、ぜひ見届けていただきたい。

佐賀県では、佐賀が誇る偉人たちの「志」を次世代へとつなぐため、ポータルサイトを通してさ
まざまな情報を発信している。今後の展開に、ぜひご注目いただきたい。

《問い合わせ先》佐賀県文化課　TEL：0952-25-7253

「万福の旅」山口ＤＣ開催　今年の秋こそ、おいでませ山口へ!!
山
口�
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M
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「福岡スマソル醤油」一般販売開始　～スマソル拡大中！～
福
岡�
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K

U
O

K
A

江藤新平×鍋島直正が主人公の漫画『さがドーン ～江藤新平と肥前の妖怪～』好評発売中
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地域だより

佐賀幕末維新ポータル−志−

スマソル特設サイト販売店舗一覧

山口県観光サイト
「おいでませ山口へ」
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©Pokémon.©Nintendo/Creatures Inc./GAME FREAK inc.
ポケットモンスター・ポケモン・Pokémon は任天堂・クリーチャーズ・ゲームフリークの商標です。

熊本県では、2026（令和８）年７月28日に発生した「令和８年熊本地震」により被災された方々への支援や、
復旧・復興に向けた取り組みを進めるとともに、被災された方々を支援する「義援金」と、復旧・復興事業に
活用させていただく「寄附金」を受け付けている。

義援金は、被災された方々に届けられるもので、専用口座への振込みのほか、県庁や各広域本部・地域振興
局、東京・大阪・福岡の各事務所に設置した義援金箱でもお預かりしている。また、寄附金は、ふるさと納税
制度等を活用してお受けしている。

復旧・復興の取り組みを着実に進め、被災された方々に一日も早く震災前の日常を取り戻していただくには、
全国の皆さまからの温かいご支援が必要であるため、ご理解とご協力をお願いしたい。

詳細は、熊本県ホームページをご確認いただきたい。
《問い合わせ先》

■義援金に関すること
　熊本県健康福祉政策課　地域支え合い支援室　TEL：096-333-2819
■寄附金に関すること
　個人／県内法人／県外法人（寄附額10万円未満）／任意団体の場合【税務課】　TEL：096-333-2098
　県外法人（寄附額10万円以上）の場合【企画課】　TEL：096-333-2019

熊本の復旧・復興へ温かいご支援をお願いします ～令和８年熊本地震に係る義援金・寄附金の受付について～
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大分ハローキティ空港と台湾桃園国際空港を結ぶタイガーエア台湾の直行便
の運航が2027年３月27日まで継続される。

2025年４月に大分と台湾最大の都市、台北を結ぶ連続チャーター便が就航し
たことで、台湾から本県を訪れる観光客は増加傾向にあり、搭乗率も好調なこと
から、2026年10月24日までとなっていた運航期間が延長されることとなった。

大分－台北の直行便は、毎週水曜日と土曜日に
　台北発 12：00　→　大分着 15：00
　大分発 16：30　→　台北着 17：55　※各現地時間

のスケジュールで現在運航している。運航継続後もほぼ同様のスケジュールでの運航と
なるので、ビジネスや旅行などにぜひご活用いただきたい。

今夏にはタイガーエア台湾の黃世惠董事長らが来県し、大分県内の涼しいスポットを
視察するなど、大分－台北線のさらなる利用促進に向けた取り組みも進められている。

暑さもやわらぐ秋、「大分ハローキティ空港」から楽しい旅を始めてみよう。
《問い合わせ先》

大分県交通政策企画課　TEL：097-506-2163

タイガーエア台湾　大分－台北線の運航継続が決定！
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長崎県は、2024年６月に株式会社ポケモンと連携協定を締結し、「ながさき未来応
援ポケモン」に就任したデンリュウと一緒に長崎県の魅力を発信している。

この取り組みの一環として、県内の15市町にポケモンが描かれたマンホールのふた
「ポケふた」が設置されており、「ポケふた」や県内各地のスタンプスポットを巡るス
タンプラリー「ながさき照らす旅３」が昨年に続き、今年も開催中。期間は2027年２月
28日（日）まで。

スタンプスポットでは、二次元コードやGPS機能を利用して簡単に参加できる仕組
みになっており、スマートフォンを使ってスタンプを収集できる。

一部のスタンプスポットでは、施設やスポットにちなんだ豆知識や歴史に関する
「クイズ」または「ポケふた」の「写真を撮影する」ミッションが出現。クリアすると
スタンプがもらえる。

集めたスタンプの数に応じて応募できる抽選には、デンリュウとコラボ
した本イベント限定のオリジナルグッズや特産品などが勢ぞろい。

家族や友人と一緒に長崎の名所を巡る楽しい旅へ、ぜひご参加を。
《問い合わせ先》長崎県観光振興課　TEL：095-895-2645

スタンプラリー「ながさき照らす旅３」
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スタンプラリー
「ながさき照らす旅３」

「ポケふた」

「ながさき照らす旅３」
特設サイト
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宮崎県には約200の神楽が現存し、それぞれの地域に根ざした伝統文化
として大切に継承されている。

鎮魂や五穀豊穣を祈願する神事であると同時に、地域の絆の象徴として
の役割も併せ持つ神楽。本県は、この神楽を次の世代へと受け継ぎ、その
文化的・歴史的価値を国内外に広める取り組みを進めている。

９月４日には、神楽をはじめ、スポーツ、焼酎など、本県の魅力をより
身近に感じていただける「Hinata Base」が宮崎駅前のKITENビルにオー
プンした。

ここでは、御
み こ う や

神屋（神楽を舞う場所）の中からの舞手目線など、通常は見ることのできない視点から神楽を体
感できるVR、神話の舞台「天

あまのいわと

岩戸」をモチーフとしたフォトスポット、伝統的な神楽衣装の試着など、神楽に
初めて触れる方でもその世界を存分に堪能することができる。

神楽の魅力がぎっしり詰まった「Hinata Base」へ、ぜひお越しいただきたい。
《問い合わせ先》

宮崎県国際・経済交流課　TEL：0985-26-7113

生産者が飼料などにこだわり、一頭一頭大切に育てた鹿児島県産の和牛肉は、霜
降りが細かく入り、見た目も美しい。脂の味がしつこくなく、口の中ですっととろ
けるような食感で、最後までおいしく食べられるのが魅力である。

鹿児島県では、10月26日から2027年１月末まで、県内外の「和牛日本一鹿児島
応援店」（一部除く。）で「鹿児島県産和牛プレミアムキャンペーン」を実施する

（キャンペーン参画店舗は特設サイトで公表）。同応援店は、鹿児島県産和牛を積極
的に活用している飲食店、ホテルやスーパーマーケット、精肉店などの登録店で、
ポスターやのぼり、ロゴマークが目印となっている。

今回のキャンペーンでは、消費者が応援店で、県産和牛を使った商品やメニュー
を購入すると、購入金額に応じて電子クーポンを利用でき、お会計から割引される。

2017年、2022年の「全国和牛能力共進会」で、二大会連続日本一に輝いた鹿児
島県産和牛。ぜひ、この機会に、おいしく、お得にご堪能いただきたい。

《問い合わせ先》
鹿児島県畜産振興課　TEL：099-286-3219

沖縄県では、離島が抱える “困りごと” の解決に向けたボランティアや、離島住民との交流を取り入れたモ
ニターツアー「島まーる」を実施している。この取り組みは、離島地域への理解を深め、地域にさまざまな形
で継続的に関わる「関係人口」の創出を目的としている。

モニターツアー後に実施する離島振興に関するアンケートへの回答を条件に、県内発着のモニターツアー費
用（交通費、宿泊費、体験交流費用など）※の６割が県から助成される。

モニターツアー終了後は、離島の関係人口コーディネーターとつながるプラットフォームへの参加を促し、
継続的な離島とのつながりを構築していく。

今年度は、従来のボランティアツアーに加え、県内外の大学や企業など、
団体が沖縄の離島で実施したい企画や挑戦したい事項を公募する「団体提案
型ツアー」を実施する。「組織×離島」の新たな関係人口の創出を目指す。
　※沖縄県内（出発地）までの交通費や前後宿泊費などの費用は参加者の全額自己負担。

《問い合わせ先》
沖縄県地域・離島課　TEL：098-866-2370
専用募集サイト　https://shima-maru.net/

宮崎の神楽を体感！宮崎駅前KITENビルに「Hinata Base」オープン
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「鹿児島県産和牛プレミアムキャンペーン」を実施
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「島まーる」でおきなわの離島とつながる！
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Hinata Base
公式サイト

県HP
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新入会員情報（６〜８月）

㈱Elith
代表取締役CEO&CTO	 井上　顧基	 東京都文京区本郷2丁目27-17
		  TEL：03-3830-0205　従業員数：36名
		  事業内容：�AI（人工知能）に関する研究、開発、設計、企画、教育、販

売、保守、コンサルティング業務

㈱関電工
	 荒木　浩二	 福岡市中央区薬院1丁目1-1
		  TEL：050-3186-2901　従業員数：7,856名
		  事業内容：�屋内線・環境設備工事、情報通信工事、電力インフラ関連

工事

合作株式会社
代表取締役	 齊藤　智彦	 鹿児島県曽於郡大崎町假宿1772-6
		  TEL：050-3613-6281　従業員数：12名
		  事業内容：�「事業共創」を軸とした新規事業開発、官民連携の組織体の

構築・運営・広報

㈱グリーングロース
代表取締役	 河野　淳平	 東京都千代田区神田小川町2丁目4-16
		  TEL：03-6824-4266　従業員数：18名
		  福岡市中央区大名2丁目6-11（Fukuoka Growth Next）
		  事業内容：�再生可能エネルギーや蓄電池の開発バリューアップ支援・

運用などを中心としたGX事業

㈱KSエナジー
代表取締役社長	 西田　貴之	 熊本市中央区紺屋町1丁目13-5
		  TEL：096-327-8080　従業員数：8名
		  事業内容：再生可能エネルギー電源の取得、発電、電力販売

シティコンピュータ株式会社
代表取締役社長	 川原希美恵	 和歌山市北出島12-8
		  TEL：073-474-0456　従業員数：205名
参与	 川原　雅友	 福岡県久留米市日吉町23-3
		  TEL：0942-65-7185
		  事業内容：�データ入力・スキャンなどのデータ化業務、システム・アプ

リ開発・Web制作等の業務効率化支援、人材派遣・コール
センター・海外進出支援などのサポート業務

一般社団法人日本能率協会
理事 事業推進本部 本部長	 富浦　　渉	 東京都港区芝公園3丁目1-22
		  TEL：03-3434-1601　従業員数：132名
	 三上　無久	 大阪市北区梅田1丁目8-17
		  TEL：06-4797-2050
		  事業内容：�教育・研修、ものづくり支援、展示会、審査・検証、表彰

制度、調査・提言、書籍発行

肥銀ビジネス教育株式会社
代表取締役社長	 末吉　繁志	 熊本市西区春日1丁目12-3
		  TEL：096-326-1122　従業員数：26名
		  事業内容：�教育コンサルティング事業、人事制度コンサルティング事業

リフェコ株式会社
代表取締役	 山森　卓夫　	 福岡市博多区博多駅南1丁目3-11
取締役	 柴田　賢輔	 TEL：050-1790-3985　従業員数：86名
		  事業内容：環境関連商品の販売・施工（主に太陽光発電・蓄電池等）

理事　西日本営業本部 
九州支店長

事業推進本部 経営・人材革新
センター 関西事務所 兼 
ものづくり&ArtBase 
中部事務所プロジェクトリーダー

九経連ホームページ　https://www.kyukeiren.or.jp　／　九経連メールアドレス　info@kyukeiren.or.jp

四季報・ホームページをご覧になったご感想やご意見をお寄せください。

次号（冬号）は１月１日発行予定です。
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